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１  施策体系 

 

基本目標 施策目標 施策 具体的な取組 

次世代に継承 
できる良好な 
住まいづくり 

（１） 
良質な住まいづくりの促進 

①住宅の品質確保 
・住宅リフォームの支援 

・住宅性能表示制度の普及促進 
・住宅金融支援機構融資制度の普及促進 

②住宅の長寿命化の促進 
・長期優良住宅の普及促進 
・住宅のメンテナンス方法の情報提供 
・住宅の長寿命化に対する支援（再掲：住宅リフォームの支援） 

（２） 
環境に配慮した住まい 
づくりの促進 

①省エネ・省資源に配慮した住宅
の普及促進 

・省エネ性能向上等に配慮した住宅の情報提供 
・住宅の省エネ化に対する支援（再掲：住宅リフォームの支援） 
・省エネに配慮した環境配慮型住宅の普及促進 

②健康に配慮した住宅の普及促進 
・シックハウス問題等に関する情報提供 
・街なか居住の促進 

・バリアフリー化の促進 

（３） 
安全・安心な住まいづく
り 
の促進 

①バリアフリー化（ユニバーサル
デザイン）の促進 

・住宅のバリアフリー化に関する情報提供 
・住宅のバリアフリー化に対する支援（再掲：住宅リフ

ォームの支援） 

②耐震性を確保した住宅供給 

・住宅の耐震化に関する情報提供 

・耐震改修促進計画の推進 
・住宅の耐震化に対する支援 
・耐震性能を有しない老朽化住宅の解体促進 

③住宅火災の予防促進 ・住宅用火災警報器の普及促進 

（４） 
地域に根ざした住まい 
づくりの促進 

①住宅や暮らしを通した住宅スト
ックビジネスの構築 

・移住・定住に関するワンストップ窓口の検討 
・住宅ストックビジネスの活性化 

②住教育の充実 
・住宅や住環境に関する学習機会の充実 
・住宅相談に対する支援 

移住・定住人口 
の増加を目指す 

住まいづくり 

（１） 
良好な住環境の形成 

①まちづくりと連携した住環境の形成 

・都市計画マスタープランの推進 
・中心市街地再生のための街なか居住推進 

・都市計画制度等の活用 
・コンパクトシティの推進 

②ゆとりと潤いのある住環境の形成 

・都市計画マスタープランの推進（再掲） 

・環境基本計画の推進 
・環境教育、環境学習の推進 
・環境美化・緑化の推進 

③市民にやさしい住環境の形成 

・バリアフリー化の促進（再掲） 
・地域包括ケアシステムの構築に向けた住まいづくりの推進 

・高齢者保健福祉計画、障がい者福祉基本計画、子ど
も・子育て支援事業計画の推進 

④安全な住環境の形成 
・地域防災計画の推進 

・老朽危険家屋の解体促進 

（２） 
良質な住宅の流通促進 

①良質な住宅の供給促進 ・良質な市街地住宅（高層集合住宅）の供給促進 

②良質な住宅地の供給促進 
・優良な宅地の供給促進 
・未利用市有地の購入支援 

（３） 
空き家の有効活用 

①空き家活用の促進 
・空き家バンクによる空き家の流通促進 
・老朽化し、耐震性を有しない空き家の解体促進 

・空き家バンクに関する情報提供 

（４） 
移住・定住化の促進 

①移住・定住者への居住支援 
・UIJ ターン希望者に対する支援制度の充実 
・既存住宅の住環境の向上支援による定住化の促進

（再掲：住宅リフォームの支援） 

②移住・定住情報の一元発信 ・移住・定住者に対する一元的な情報発信の検討 

③市営住宅の有効活用 ・若年者や子育て世帯向け定住促進住宅としての活用 

誰もが安心して 
住み続けられる 
住宅セーフティ 

ネットづくり 

（１） 
市営住宅の的確な供給
と管理運営 

①計画的な整備の推進 
・計画的な建替え、改善及び入居募集停止の推進 
・高齢化等に配慮した公営住宅の供給 

②的確な管理運営の推進 
・入居管理の適正化 
・多様化する住宅困窮者への対応 

（２） 
民間住宅の活用促進 

①支援制度の普及促進 ・民間住宅に対する支援制度の普及促進 
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２-１ 基本目標１ 次世代に継承できる良好な住まいづくり 

施策目標１ 良質な住まいづくりの促進 

◆施策① 住宅の品質確保 

《 現況と課題 》 

･ 市民の「安全・安心」に対する意識が高まっており、住まいづくりの面でも、より一層の安

全性・快適性の向上が求められています。 

･ 住宅を資産として次の世代に承継できる品質の良い住まいの確保が求められています。 

 

《 具体的な取組 》 

 住宅の品質向上を図るための住宅リフォームへの取組を支援します。 

 住宅所有者の保護と住宅供給事業者の資質向上を図るため、耐震性、防火性及び採

光性の確保などの住宅の基本的な品質または性能を評価する「住宅性能表示制度」、

及び一定の住宅性能基準を確保した住宅に対して有利な融資条件となる「住宅金

融支援機構融資制度」などの普及促進に努めます。 

 

 

■住宅性能表示制度 

住宅性能表示制度は、平成 12 年 4 月 1 日に施行された「住宅の品質確保の促進等に

関する法律」に基づき、同年 10 月に本格的に運用開始された制度です。第三者機関が

住宅性能を 10 分野 34 項目（新築住宅については 32 項目）で評価し、建築時、売買時

の品質基準となります。 
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◆施策② 住宅の長寿命化の促進 

《 現況と課題 》 

･ 全国的に住宅は充足しており、本市においても 25,260 戸の住宅ストックが存在します。 

･ これらの住宅ストックが長期にわたって有効活用されるよう、耐久性に優れ、ライフスタイ

ルやライフステージの変化等に応じたリフォームにも柔軟に対応できる住宅の普及が求め

られています。 

 

《 具体的な取組 》 

 長期にわたり良好な状態で使用するための一定の措置が講じられた長期優良住宅

の普及促進に努めます。 

 住宅をできるだけ長く維持管理できるよう、メンテナンス方法に関する情報提供

に積極的に取り組みます。 

 住宅の長寿命化を図るための住宅リフォームを支援します。 

 

 

■長期優良住宅制度 

「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」（平成 21 年 6 月 4 日施行）は、住宅を

長期にわたり使用することにより、住宅の解体や除却に伴う廃棄物の排出を抑制し、

環境への負荷を低減するとともに、建替えに係る費用の削減によって国民の住宅に対

する負担を軽減し、より豊かで、より優しい暮らしへの転換を図ることを目的として

います。 

認定基準は、劣化対策、耐震性、維持管理・更新の容易性、可変性、バリアフリー性、

省エネルギー性、居住環境、住戸面積、維持保全計画の項目があり、認定された住宅に

は、税制の優遇措置があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

33 

第
３
章 

施
策
の
推
進 

施策目標２ 環境に配慮した住まいづくりの促進 

◆施策① 省エネ・省資源に配慮した住宅の普及促進 

《 現況と課題 》 

･ 本市は旧産炭地としてのイメージが強いなかで、環境に配慮した住宅の普及に取り組むこ

とで、クリーンなまちとしてさらなるイメージアップを図ることが必要です。 

･ 本市における、省エネルギー設備の設置は 5％程度と割合的には低くなっていますが、設置

戸数は 5 年前より増加しており、特に太陽光を利用した発電機器の設置戸数は 5 年間で 3 倍

に増加している状況です。 

･ 太陽光発電をはじめとした環境負荷の少ない自然エネルギーの普及を図るとともに、環境

共生住宅から低炭素型住宅へ、住宅だけでなく周辺環境も含めたまち全体での取組を推進

することが求められています。 

･ 環境負荷の少ない住宅の普及にあたり、住宅性能表示制度や長期優良住宅といった環境負

荷を低減する制度の活用を促すとともに、県産材の意識的な利用を促すことが必要です。 

 

《 具体的な取組 》 

 住宅関連団体だけでなく、市民に対しても住宅性能表示制度や長期優良住宅制度

の普及促進を行います。 

 住宅の省エネルギー化を図るための住宅リフォームを支援します。 

 省エネルギー設備を設置した住宅や低炭素建築物等の環境配慮型住宅の普及を促

進します。 

 省エネ・省資源に配慮した住宅の普及をきっかけに、本市の環境にあった田川型住

宅の研究・開発を進めます。 
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■低炭素建築物認定制度 

低炭素建築物は、都市の低炭素化の促進に関する法律（平成 24 年 12 月 4 日施行。

通称：エコまち法）で定められ、建築物における生活や活動に伴って発生する二酸化炭

素を抑制するための措置が講じられ、市街化区域内等に建築される建築物のことを指

します。以下の項目全てを満たす建築物について所管行政庁に認定申請を行うことに

よって認定を受けることができます。 

（１）省エネルギー基準と同等以上の省エネルギー性能を持つこと、かつ低炭素化に

資する措置を講じていること 

（２）都市の低炭素化の促進に関する基本的な方針に照らし合わせて適切であること 

（３）資金計画が適切なものであること 

認定された建物には、税制優遇（住宅）、融資（住宅・非住宅）、容積率の不算入など

の優遇措置があります。 
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◆施策② 健康に配慮した住宅の普及促進 

《 現況と課題 》 

･ 新建材と呼ばれる化学物質を含んだ建材が多く用いられることで、居住者の健康被害（シッ

クハウス症候群）が問題となっています。 

･ 住宅から発生する健康被害に対する意識が高まっていることから、健康に優しい住まいづ

くりが求められています。 

 

《 具体的な取組 》 

 シックハウス問題などに対し、健康に配慮した住まいづくりの情報提供に取り組

みます。 

 健康づくりの観点から、コンパクトシティのまちづくりと連携し、歩いて暮らしや

すい街なか居住を促進します。 

 住宅のバリアフリー化（ユニバーサルデザイン）を促進します。 

 

 

施策目標３ 安全・安心な住まいづくりの促進 

◆施策① バリアフリー化（ユニバーサルデザイン）の促進 

《 現況と課題 》 

･ 本市では少子高齢化の進展に伴い高齢者数が増加傾向にあります。 

･ 高齢者の居住する住宅のバリアフリー化率は 36.0%と全国平均や県平均を下回っている状況

です。 

･ 高齢者や障がい者及びその家族が、安心して快適に暮らせるように、住宅のバリアフリー化

（ユニバーサルデザイン）についての取組が求められています。 

 

《 具体的な取組 》 

 福岡県の住まいの安心リフォームアドバイザー派遣制度、福岡県福祉のまちづく

り条例に基づくバリアフリーの整備基準などバリアフリーに関する情報提供に努

めます。 

 高齢者や障がい者だけでなく、誰もが安全・安心な住まいに居住できるように、バ

リアフリー化（ユニバーサルデザイン）を図るためのリフォームを支援します。 
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耐震改修 
（筋違の設置、土台の補強等） 

◆施策② 耐震性を確保した住宅供給 

《 現況と課題 》 

･ 本市の住宅の耐震化率は 59.5%となっており、耐震改修工事を行った持ち家の割合は、約 3%

とかなり少ない状況です。 

･ 昭和 55 年以前の旧耐震基準の住宅は 36.3%と県平均の 29.0%を約 7 ポイントも上回っていま

す。 

･ 市民の安全・安心な暮らしを確保するためにも、住宅の耐震化をさらに促進することが求め

られています。 

 

《 具体的な取組 》 

 耐震化の促進に向け、市民に対し住宅の耐震化に対する情報提供に努めます。 

 田川市耐震改修促進計画に沿って、事業を計画的に推進します。 

 木造戸建て住宅の耐震改修を支援します。 

 周辺の生活環境への悪影響を防ぐためにも、老朽化等によって耐震改修が困難と

なった空き家（特に、旧耐震基準の空き家）については解体を促します。 

 

 

■田川市木造戸建て住宅耐震改修補助金（平成 27 年） 

＜補助対象＞ 

昭和 56 年 5 月 31 日以前に建築または工事着工した市内の木造戸建て住宅 

＜補助額＞ 

耐震改修工事に要する経費（消費税及び地方消費税を除く。）の 20％（上限 30 万円） 

 

■耐震改修が困難な空き家の解体促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

老朽化した住宅については、耐震改修費用が高額になることが多いため、解体し建

替えを行うよう促すとともに必要な支援を行う。 

  

老朽化した住宅（耐震性なし） 

解体・建替えを促す 

費用が高い。長く使う予定がない。 
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◆施策③ 住宅火災の予防促進 

《 現況と課題 》 

･ 本市の住宅のうち約 4 割が木造住宅となっています。 

･ 消防法により住宅用火災警報器の設置・維持が義務付けられており、全ての住宅において住

宅用火災警報器の設置が必要となっています。 

 

《 具体的な取組 》 

 消防署等の関係団体と連携し、住宅用火災警報器の普及促進に取り組みます。 

 

 

施策目標４ 地域に根ざした住まいづくりの促進 

◆施策① 住宅や暮らしを通した住宅ストックビジネスの構築 

《 現況と課題 》 

･ 本市には、住宅や住環境についての相談や支援などのサービスを一元的に提供する窓口が

ありません。 

･ 高齢化社会の一層の進行に加え、地方創生の取組などにより、移住・定住を円滑に進めるた

めにも、受け皿としてのワンストップ窓口の設置が必要です。 

･ 建築・不動産部門から福祉等の生活サービスまでの事業者、庁内の関係部署が集い、情報交

換・意見交換を行う場を創出することが求められています。 

･ 時代の潮流とともに消費者の住宅ニーズが変化し、移住・定住における空き家の活用や空き

家の適正管理、ストックビジネス等、多様なサービスが求められるようになりました。 

･ 本市においては住宅ストックビジネスの必要性等の認知度が高まっていない状況です。 

･ 多角化する住生活産業に対応した担い手を確保することが求められています。 

 

《 具体的な取組 》 

 住生活に関わる住民サービスの円滑な提供を行うために、移住・定住に関するワン

ストップ窓口の設置に向けて検討を進めます。 

 市民の住宅ニーズを捉えるとともに、関係団体等に住宅ストックビジネスの周知

を図り、必要性の理解を促すとともに、民間関係団体等の自発的な取組を後押しし

ます。 
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 雇用情報  
移住定住 
支援施策 

 物件情報 

 福祉情報 

 地域情報  教育情報 

移住定住 
相談窓口 

 生活情報 

■ワンストップ窓口の設置 

福岡県の「移住・定住ポータルサイト 福がお～かくらし」等と連携し、住情報の集

約化に努めます。将来的には、関係団体や関係部署と連携し、移住・定住に関するワン

ストップ窓口を設置することで、市民サービスの向上を図ります。 

 

＜イメージ図＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

■住宅ストックビジネスの周知及び担い手の確保 

関係団体や関係部署と住生活を取り巻く消費者ニーズの共有と把握を行い、取り組

むべき住宅ストックビジネスを洗い出すとともに、担い手の発掘と育成を行います。 
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◆施策② 住教育の充実 

《 現況と課題 》 

･ 「住まう」ということは、人と人、人ともの、人と空間、人と環境など、多様な関わり方の

なかで成り立っているため、住まいとの関わり方を子供の頃からを学び、考え、実践するこ

とが求められています。 

･ 社会のなかで多様な価値観と出会いながら、自らの住生活を創造し、夢や希望を実現してい

く力をつけることが必要です。 

 

《 具体的な取組 》 

 住宅関係団体などの専門家を交えた「住まいづくりフェア」や「住まいづくりセミ

ナー」、あるいは「出前講座」の実施などにより、生涯学習の一環として住宅や住

環境に関する学習機会の充実に取り組みます。 

 また、県の住宅相談窓口や本市において関係団体が定期的に開催する住宅相談と

連携し、市民が住宅に関して相談できる環境づくりを行います。 
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２-２ 基本目標２ 移住・定住人口の増加を目指す住まいづくり 

施策目標１ 良好な住環境の形成 

◆施策① まちづくりと連携した住環境の形成 

《 現況と課題 》 

･ 本市の人口動態を見ると、転出者数が転入者数を上回る社会減が続いています。 

･ 市外への流出を抑制し、市内への移住・定住を促すための方策の 1 つとして、都市機能を充

実させ暮らしやすい住環境を整えることが求められています。 

･ 地域の特性に合った土地利用、道路等の都市施設の整備、快適な都市景観の形成などまちづ

くりと連携しながら、良好な住環境を形成することが必要です。 

･ JR 田川伊田駅・JR 田川後藤寺駅の両駅周辺の市街地において空洞化が進み、都市機能の低

下がみられます。 

･ 商業等の活性化や中心市街地の再生、利便性の向上に向け、都市機能を集約したコンパクト

で利便性の高い市街地の形成が求められています。 

 

《 具体的な取組 》 

 まちづくりの将来ビジョンとなる田川市都市計画マスタープランに基づき、地域

特性を踏まえた良好な住環境の形成を図ります。 

 利便性の向上、中心市街地の再生を図るために、官民一体となり街なか居住を推進

します。 

 地域特性に応じた住環境を創出するため、まちづくり協定や地区計画等の都市計

画制度を活用した市民参加型のまちづくりを促進します。 

 田川市郡における中心都市として、コンパクトシティを推進するため、周辺市町村

の出身者の本市への J ターンを含めた流入を促します。 
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◆施策② ゆとりと潤いのある住環境の形成 

《 現況と課題 》 

･ 不良空き家の放置や空き地における雑草の繁茂、ごみの放置や投棄などにより、環境や景観

が阻害されている状況です。 

･ ゆとりと潤いのある住環境を形成するためには、住宅の整備等だけでなく、犯罪の少ない安

全安心なまちづくりに向けた取組や地域として環境や景観に配慮した取組を行うことが求

められています。 

･ 取組を行う上では、関連計画と連携を図るとともに、市民、事業者、行政とが協働で日常生

活、事業活動、学校教育、生涯学習などのあらゆる場で、環境を保全し、環境と共生するま

ちづくりを進めていく必要があります。 

 

《 具体的な取組 》 

 「田川市都市計画マスタープラン」に沿ったゆとりと潤いのある安全・安心なまち

づくりに取り組みます。 

 「人と環境が共生し、人が優しくうつくしいまち」の実現に向け、田川市環境基本

計画を推進します。 

 学校教育、生涯学習等を通して、幼少期から環境教育・環境学習に取り組みます。 

 「田川市人に優しくうつくしいまちづくり条例」を推進し、公園・道路・公共施設

の緑化、ゴミの不法投棄の監視など未然防止策の充実・強化を進めます。 
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◆施策③ 市民にやさしい住環境の形成 

《 現況と課題 》 

･ 本市の高齢化率は 30％を超え、全国平均や県平均を上回っている状況です。 

･ 本市の「2040 年の介護ベッド準備率（出典：日本創生会議）」は需要に対しプラス 47.3%と介

護余力が高くなっていることから、生涯活躍のまちとして、市民や移住・定住者ができるだ

け長く自立した生活を送ることができる、まちづくりが求められています。 

･ 高齢者だけでなく障がい者や子育て世帯等も含め、本市に暮らす全ての人々が、安心して快

適に暮らせる環境を整備することが必要です。 

 

※「2040 年介護ベッド準備率」：各地域の 75 歳以上人口を 2040 年の将来推計人口に置き換えて算出したものであり、高

齢者数の増加に対し、2015 年全国平均水準の介護ベッド数との乖離を測定した。2040 年に向けてどの程度の介護ベッ

ドを準備しなければならないか、あるいは余裕があるのかを示す。 

2040 年介護ベッド準備率＝［2015 年介護ベッド数（実数）－2040 年 75 歳以上人口×0.081］÷［2015 年介護ベッド数

（実数）］ 

 

《 具体的な取組 》 

 バリアフリー化の基準を定めた福岡県福祉のまちづくり条例の普及促進を図ると

ともに、田川市都市計画マスタープランや田川市地域福祉計画と連携し、バリアフ

リー化（ユニバーサルデザイン）を進めます。 

 高齢になっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることが出来るように、

福祉部門、地域医療等と連携し地域包括ケアシステムの構築に向けた住まいづく

りを進めます。 

 本市に暮らす人々にとってやさしいまちとなるよう、田川市高齢者保健福祉計画、

田川市障がい者福祉基本計画、田川市子ども・子育て支援事業計画の施策を計画的

に進めます。 
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◆施策④ 安全な住環境の形成 

《 現況と課題 》 

･ 阪神・淡路大震災や東日本大震災等の巨大災害以降、地域レベルでの防災の重要性が再認識

されています。 

･ 地域内における自助、共助、公助の適切な役割分担に基づき、「災害に強いまち」を実現す

ることで、市民の安全を確保することが求められています。 

･ 不良空き家が増加するなかで、空き家の倒壊や屋根・外壁材等の落下・飛散、放火などによ

る火災などの防災・防犯上の問題等が懸念されます。 

･ 生活環境への悪影響を防ぐためにも、空き家の適切な管理の指導や老朽・不良空き家の解体

等の促進が必要です。 

 

《 具体的な取組 》 

 災害に強いまちづくりを進めるために、田川市地域防災計画の推進に努めます。 

 防災、防犯の観点からも老朽化により倒壊等のおそれがある危険家屋をはじめと

する不良な空き家等の解体を促進します。  
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施策目標２ 良質な住宅の流通促進 

◆施策① 良質な住宅の供給促進 

《 現況と課題 》 

･ 住宅着工数の推移を見ると、貸家の着工数は公営住宅建設の影響もあり、変動が大きく、貸

家の安定的な供給ができていない状況です。 

･ また、住宅の所有関係を見ると、「民営借家」の割合は 2 割弱となっており、全国平均や県

平均と比較すると 10 ポイント以上低くなっています。 

･ 今後、福岡市や大都市圏からの UIJ ターンの拡大が予測されていますが、市内での世帯分

離や周辺町村からの転入者の受け皿となる良質な市街地住宅（高層集合住宅）が不足してい

ます。 

･ 良質な住宅のストック形成のためにも、需要者のニーズにあった良質な賃貸住宅の供給が

求められています。 

 

《 具体的な取組 》 

 移住・定住者の受け皿となる中高所得者向けの良質な市街地住宅（高層集合住宅）

の供給を促進します。 

 

■優良建築物等整備事業（国土交通省） 

市街地の環境改善、良好な市街地住宅の供給等の促進を図る事業。 

一定割合以上の空地確保や、土地利用の共同化、高度化等に寄与する優れた建築物

等の整備に対して、共同通行部分や空地等の整備に対して補助を行います。この制度

には、「優良再開発型」（3 タイプ）と「市街地住宅供給型」（2 タイプ）、「既存ストック

活用型」「耐震型」の 4 つの型があります。 
 

区分 内容 補助率 

調査設計計画費 事業計画・地盤調査・建築設計 1/3 

土地整備費 建物除却・補償費 1/3 

共同施設整備費 空地・供給処理施設等 1/3 

耐震整備費（耐震型のみ） 
耐震化に要した費用（但し 47.3 千円/㎡以内） 

の 0.397 倍 
1/6 
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◆施策② 良質な住宅地の供給促進 

《 現況と課題 》 

･ 住宅の所有関係を見ると、全国平均と比べて持ち家所有者の割合が低くなっています。 

･ 星美台分譲団地、月美台分譲団地に代わり住宅購入を希望する移住・定住者の受け皿となる

優良な住宅地の供給が求められます。 

 

《 具体的な取組 》 

 持ち家取得による移住・定住を促進するために、民間事業者が整備し、販売する住

宅地のうち、一定の基準を満たす優良な宅地の供給を促進します。 

 市所有の未利用地について、移住・定住者の購入を支援します。 

 

 

■民間優良宅地の供給促進 

優良宅地認定制度等に準じた一定の要件を満たして造成された宅地を購入する人に

補助金を交付する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

需要者 市 

購入 

補助 
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施策目標３ 空き家の有効活用 

◆施策① 空き家活用の促進 

《 現況と課題 》 

･ 本市の空き家率の推移を見ると、全国平均や県平均を上回っており、平成 25 年の空き家率

は 16.4%（4,140 戸）となっています。 

･ 本市では人口減少に伴い世帯数の減少が見込まれており、今後も空き家がさらに増加する

ことが予測されています。 

･ 持ち家に居住する世帯のうち、近い将来、空き家となる可能性が高い 65 歳以上の単身世帯

の空き家予備軍が 1,860 戸存在します。 

･ 空き家の種類を見ると、市場に出回らない「その他の空き家」が半数以上（2,200 戸）を占

めており、そのうち、腐朽破損のない空き家の割合は約 7 割の 1,570 戸となっています。 

･ 管理不全状態になることを防ぐため、「賃貸用空き家」1,630 戸の流通促進に加え、「その他

の空き家」のなかでも「腐朽破損のない良質な空き家」1,570 戸の流通を促進することが求

められています。 

･ 市内の老朽危険家屋については、周辺環境に悪影響を与える前に、解体等の対応をとること

が求められています。 

･ 市場に流通していない「その他の空き家」については、適正に管理されていない状況が続く

と周辺の生活環境に悪影響を与える危険な空き家になることが懸念されます。 

･ 空き家の増加を抑制するため、空き家に対する意識啓発を行うなど、居住している段階から

空き家にならない対策や空き家になった場合の対応を決めておくなど予防策を講じること

が求められています。 

･ 空き家バンクの登録物件数が少ないことで、物件の選択肢が広がらず、購入・賃借希望者と

の条件が合致しない場合があるため、空き家バンク制度のさらなる周知が必要です。 

 

《 具体的な取組 》 

 良質な空き家の活用を促進するため、空き家バンクに係る補助制度を拡充します。 

 周辺の生活環境への悪影響を防ぐため、腐朽破損により有効に活用することが見

込めない空き家（特に、旧耐震基準の空き家）の解体を促します。（再掲） 

 空き家バンクの登録物件数を増加させ、良質な空き家の流通を促進するために、不

動産業界等と連携した空き家バンクの運営について検討します。 

 空き家を活用する際には、腐朽破損の状況だけでなく、立地や利便性、周囲の安全

度なども十分に考慮して活用を進めます。 

 空き家バンクへの物件登録を促すとともに、空き家に関する意識啓発を行うため

に、空き家バンクに関する情報提供に努めます。 
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■田川市空き家バンク制度 

市内にある空き家の賃貸、売却等を希望する所有者から物件登録の申込みを受け、

登録された空き家の情報を市のホームページ等で公開することによって、移住・定住

などで空き家の利用を希望する人に情報提供を行う制度です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■空き家バンク事業に係る取組事例 

・空き家バンクの物件の登録物件を増加させ、移住希望者の受入れ先の拡大を図るた

めに、空き家バンクへの登録物件を紹介した者に奨励金を支給 

・市内への移住を考えている者を対象に、田舎暮らし体験の参加費を助成 

・市内の事業者による改修工事や不要物の撤去に対し補助金を交付 

・空き家所有者等が帰省する盆や正月に合わせて空き家バンク制度のチラシをポステ

ィング 

・空き家バンク利用者に向けて HP、市の広報紙、チラシ、フェイスブック、田舎暮ら

しの雑誌への記事掲載など多くの媒体を活用し広報 
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施策目標４ 移住・定住化の促進 

◆施策① 移住・定住者への居住支援 

《 現況と課題 》 

･ 人口移動の状況を見ると、若年層のうち、特に 20～24 歳の転出数が多く、大学卒業及び就

職時に本市から転出していることが推測されます。 

･ 移住による人口増の 1 つの方策として、市外在住者の本市への UIJ ターンの促進が求めら

れています。 

･ 住宅分野における移住・定住支援制度は開始から一定の期間が経過していることから、制度

の成果や市民のニーズを加味し、見直しの検討が必要です。 

･ 移住・定住支援制度の見直し・拡充・新設に伴い、住宅関連団体との連携や制度のさらなる

周知を図ることが求められています。 

 

《 具体的な取組 》 

 市外在住者の本市への UIJ ターンを促進するため、親類との近居等を目的とした

移住希望者を支援します。 

 既存の住宅リフォームの支援等の定住施策について、市民のニーズに合わせ制度

の見直しを検討します。 
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■田川市住宅リフォーム工事補助金 

市民や転入予定者が市内の施工業者が請け負う工事費が 10 万円以上となる住宅改修

工事を実施した場合、その費用の一部を補助します（10 万円を上限）。 

・バリアフリー改修工事 ・省エネ化改修工事 ・耐久性改修工事 ・耐震改修工事 

 

■田川市空き家バンク制度各種補助金 

＜空き家有効活用家賃補助金＞ 

空き家バンクに登録された空き家を賃貸した者で、要件を満たす者に住宅手当等を除

く、実際に入居者が負担した家賃の 2 分の 1 に相当する金額（2 万円を上限）を補助金

として交付します。補助期間は、入居した日から 3 か月が経過した日の属する月の翌月

から連続して 24 か月です。 

 

＜空き家改修工事補助金＞ 

空き家バンクに利用者登録している者で、要件を満たす者に、市内の施工業者が請け

負う工事費が 10 万円以上となる空き家改修工事を対象に、改修工事に要した工事費の 2

分の 1 に相当する金額を補助金として交付します（30 万円を上限）。 

 

＜親世帯との近居する世帯への支援のイメージ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

近居／隣居／同居 

親世帯 子世帯 

奨励金 

福岡都市圏など 



 

50 

 

第
３
章 

施
策
の
推
進 

◆施策② 移住・定住情報の一元発信 

《 現況と課題 》 

･ 本市では、住宅、雇用、教育、子育て、医療等様々な分野において移住・定住を支援してい

ますが、情報が集約されておらず、移住や定住を考える人が情報を得づらい状況です。 

･ 住宅情報に関しては、紙媒体での情報発信を行っている不動産会社も多く、情報化社会にお

いて若年層への発信力が弱い状況です。 

･ 各分野の移住・定住支援施策が連動し、情報発信力を強化することが求められています。 

 

《 具体的な取組 》 

 移住・定住者に向けての情報発信を一元的に行うことができるプラットホームの

構築を検討します。 

 市民や住宅関連団体に対して住宅の助成制度のさらなる周知を図るとともに、情

報発信に力を入れていきます。 

 

 

■移住・定住情報発信 

当該プラットホームには、住宅情報のみならず地域情報や移住地選定に大きく関係

する雇用、教育、子育てなどの移住・定住支援策及び先輩移住者の声等を掲載します。 

また、総務省の「全国移住ナビ」や福岡県の「移住・定住ポータルサイト 福がお～

かくらし」との連携し発信力を強化することも検討します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 雇用情報  
移住定住 
支援施策 

 福祉情報 

 物件情報 

 教育情報 

 地域情報  
先輩移住
者の声 

 
相談 

フォーム 

移住・定住 
支援サイト 
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◆施策③ 市営住宅の有効活用 

《 現況と課題 》 

･ 本市の市営住宅は、平成 27 年度末時点で、耐用年数が比較的長い 3 階建て以上の市営住宅

において、改良住宅 3,833 戸のうち 5.9％の 226 戸が空き家（補修中を含む。以下同じ）、公

営住宅 502 戸のうち 4.2％の 21 戸が空き家となっています。 

･ 市営住宅の空き家については、その一部を有効に活用し、移住・定住を促進することが求め

られています。 

 

《 具体的な取組 》 

 市営住宅の空き家については、団地の立地利便性等を踏まえ、その一部を若年者や

子育て世帯等、移住・定住に特に力を入れるべき対象者向けの定住促進住宅として

活用します。 

 定住促進住宅の推進に当たっては、雇用、教育、子育て、医療など他の様々な移住・

定住施策との連携を図ります。 

 

 

■定住促進住宅 

市外からの移住者の受入れ先として、低額な家賃で生活できる住宅を供給し、市内

への移住を促進し、その後の定住につなげるものです。特に子育て世帯向けや若年者

向けのものが多くみられます。 

 

 

 

            

  

将来的には 
市内に定住 

移住 

子育て世帯 定住促進住宅 
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２-３ 基本目標３ 誰もが安心して住み続けられる住宅セーフティネットづくり 

施策目標１ 市営住宅の的確な供給と管理運営 

◆施策① 計画的な整備の推進 

《 現況と課題 》 

･ 本市の市営住宅の戸数は約 5,000 戸と全住宅の約 2 割を占めており、県内の市町村のなかで

も高い割合となっています。 

･ 現在、日吉町市住、田川団地の一部、新野上団地、中央団地、平和団地において入居募集を

停止しており、今後の方針は、目標管理戸数（P67）を踏まえ、検討する必要があります。 

･ 入居希望の少ない 4 階、5 階の住戸や老朽化が進む団地において、空き家が増加している状

況です。 

･ 市営住宅内部のバリアフリー化の割合を見ると、約 2 割と非常に低い状況です。 

 

《 具体的な取組 》 

 市営住宅については、本市の人口・世帯数の予測等を踏まえるとともに、用途廃止

や入居募集停止措置、建替えの実施、長寿命化改修等を講じることにより、適切な

管理戸数を目指します。 

 改良住宅の 4 階、5 階の住戸に関しては、比較的に建築年数が古く、需要が少ない

ものから順次、入居募集を停止します。 

 高齢者や障がい者に配慮し、建替え時にエレベーターの整備を行うことで、バリア

フリー整備率の向上に努めるとともに既存の市営住宅へのエレベーターの整備に

ついても検討します。 
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◆施策② 的確な管理運営の推進 

《 現況と課題 》 

･ 市営住宅については住宅セーフティネットの観点から、最低居住面積未満の世帯等の住宅

困窮者の受入れが求められます。 

･ 低所得者だけでなく、高齢者、障がい者などの市内の住宅困窮者が安心して暮らせる環境を

整えることが求められています。 

･ 高齢化が進行する市営住宅のコミュニティを維持するためにも、若年層の入居を促進する

仕組みをつくる必要があります。 

 

《 具体的な取組 》 

 住宅セーフティネットとしての役割を果たすため、収入超過者等の本来入居者以

外の退去を促進します。 

 低所得者のみならず、高齢者や障がい者をはじめ、災害に伴う住宅困窮者あるいは

DV 被害者などに対応するため、入居募集の方法、優先入居の仕組みなどについて

検討します。 

 市営住宅の空き家については、その一部を若年層に対する移住・定住施策に有効に

活用し、地域の活性化を図ります。 
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施策目標２ 民間住宅の活用促進 

◆施策① 支援制度の普及促進 

《 現況と課題 》 

･ 社会情勢の変化に伴い、生活の基盤となる住宅の確保に困窮する世帯の多様化がみられる

なか、市営住宅のみで住宅セーフティネットを担い、市民が求める居住の安定確保を図って

いくことは困難な状況です。 

･ 民間賃貸住宅を含めた住宅市場全体において、重層的かつ柔軟な住宅セーフティネットの

構築を図ることが求められています。 

 

《 具体的な取組 》 

 民間事業者等と連携し、公的賃貸住宅に位置付けられる「地域優良賃貸住宅」の普

及促進に努めます。 

 また、住宅困窮者の円滑な入居を支援する制度として国が推進する「あんしん賃貸

住宅支援事業」「家賃債務保証制度」「サービス付き高齢者向け住宅」等の普及促進

を行います。 

 

■地域優良賃貸住宅 

高齢者世帯、障がい者世帯、子育て世帯等、居住の安定に特に配慮が必要な世帯の居住

の用に供する、居住環境の良好な賃貸住宅の供給を促進するため、賃貸住宅の整備等に要

する費用に対する助成や家賃の減額に対する助成を行う制度です。 
 

■あんしん賃貸住宅支援事業 

民間賃貸住宅の市場において、高齢者、障

がい者、子育て世帯等の入居を受入れること

とする民間賃貸住宅に関する情報などを提供

するとともに、様々な居住支援サービスの提

供を促すことにより、高齢者等の居住の安定

確保と安心できる賃貸借関係の構築を目的と

し、国土交通省において実施する事業です。 
 

■家賃債務保証制度 

高齢者世帯、障がい者世帯、子育て世帯等

が賃貸住宅に入居する際に、入居中の家賃債

務等を保証し、連帯保証人の役割を担うことにより入居を支援する制度です。この保証制

度を利用することで、賃貸住宅の家主は家賃の不払いを心配せずに、入居を受入れること

ができます。 


